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調査の概要

ＤＩ：各調査項目についての判断の状況を示す。ゼロを基準に、プラスの値は景気の上向き傾向（「良

い」）をあらわす回答割合が多いことを示し、マイナスの値は景気の下向き傾向（「悪い」）をあらわす回答

割合が多いことを示す。

ＤＩ＝（増加・好転など「良い」の回答割合）―（減少・悪化など「悪い」の回答割合）

※注 原材料・商品仕入価格：ＤＩ＝（下降）－（上昇）

製品・商品在庫：ＤＩ＝（不足）－（過剰）

１．調査方法 ＦＡＸ送信・オンライン回答によるアンケート調査(景気観測調査の回答使用）

２．調査内容 ①景況のほか、生産額・売上額など６項目について、令和6年3月の状況と

前年同月調査との比較

②同一項目における令和6年７月～９月の先行き見通し

３．調査時期 6月初旬～下旬

４．調査対象 ５２社(製造業：18社 非製造業：34社）

５．回収状況 ３４社(製造業：15社 非製造業：19社）※内オンライン回答 ９社

回答率 ６５．４％ （前回比▲3.8％）
６．回答構成比率

回答の構成
63.5% 42.4%

製造業
6.1%
建設業

15.2%
卸売業

24.2%
サービス業

12.1%
小売業
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好　転 横　ば　い 悪　化 ＤＩポイント

全業種（当月） 15% 61% 24% ▲ 9.0

（前回） 11% 50% 39% ▲ 28.0

（前年同月） 11% 44% 45% ▲ 34.0

製造業（当月） 29% 57% 14% 15.0

（前回） 19% 50% 31% ▲ 12.0

（前年同月） 15% 47% 38% ▲ 23.0

非製造業（当月） 5% 63% 32% ▲ 27.0

（前回） 5% 50% 45% ▲ 40.0

（前年同月） 8% 44% 48% ▲ 40.0

好　転 横　ば　い 悪　化 ＤＩポイント

全業種（当月） 9% 52% 39% ▲ 30.0

（前回） 8% 48% 44% ▲ 36.0

（前年同月） 8% 53% 39% ▲ 31.0

製造業（当月） 14% 65% 21% ▲ 7.0

（前回） 13% 62% 25% ▲ 12.0

（前年同月） 8% 77% 15% ▲ 7.0

非製造業（当月） 5% 42% 53% ▲ 48.0

（前回） 5% 35% 60% ▲ 55.0

（前年同月） 8% 40% 52% ▲ 44.0

１．【因島経済動向調査（ＤＩ方式）報告】

【令和６年６月期　景況ＤＩ】

【令和6年7月～9月の先行き見通し　因島景況】

【令和6年7月～9月の先行き見通し　景況ＤＩ】

全業種DI（良い－悪い）は、▲９（前回調査▲18、R5.6月調査▲34）で前回調査から比較すると＋９ポイントとなった。

製造業では、造船・同関連: ４０（前回調査 0）で前回調査比＋４０。その他機械金属:２５（前回調査 40）、食品等▲２０

（前回調査▲57）で、製造業DIは １５（前回調査▲12、R5.6月調査▲23）と＋２７ポイントとなった。

非製造業では、建設業:▲５０（前回調査▲25）、卸売業:▲４０（前回調査▲20）、小売業： ０（前回調査 0）、運輸・サー

ビス業:▲２５（前回調査▲63）で、非製造業DIは▲２７（前回調査▲40、R5.6月調査▲40）で前回調査より＋１３ポイントと

なった。

【製造業】

広島県内において製造業系が低調推移な中、因島地区製造業、特に造船関連業種においては堅調に推移している。

他の業種でも受注数の増加があり、全体的に数値は上昇となった。

【非製造業】

数値上では前回調査時より大幅に上昇しているが、「好転」と回答した事業者は1社のみであり、約半数が前回調査と

「横這い」となっている。全体的に人口減少による来客、受注の減少が顕著に表れた。

～因島景況の総括 令和６年6月期～

《上段：当月調査分、中断：前回調査分、下段：R5.6月》

全業種DI（良い－悪い）は▲３０（前回月調査▲36、R5.6月調査▲31）と前回調査と＋６ポイントの見通しである。

製造業では、造船・同関連:20（前回調査 0）と＋２０、機械金属: ０（前回調査 20）、食品等▲４０（前回調査▲43）で、製

造業DIは▲７（前回調査▲12、R5.6月調査▲7）で＋５ポイントの見通し。

非製造業では、建設業:▲５０（前回調査▲75）、卸売業:▲６０（前回調査▲60）、小売業:▲２５（前回調査▲33）、運輸・

サービス業:▲５０（前回調査▲50）で、非製造業DIは▲４８（前回調査▲55、R5.6月調査▲44）で＋７ポイントの見通しで

ある。

《上段：当月調査分、中断：前回調査分、下段：R5.6月》
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好　転 横　ば　い 悪　化 ＤＩポイント

全業種（当月） 18% 48% 33% ▲ 15.0

（前回） 25% 47% 28% ▲ 3.0

（前年同月） 26% 32% 42% ▲ 16.0

製造業（当月） 36% 50% 14% 22.0

（前回） 44% 37% 19% 25.0

（前年同月） 38% 24% 38% 0.0

非製造業（当月） 5% 48% 47% ▲ 42.0

（前回） 10% 55% 35% ▲ 25.0

（前年同月） 20% 36% 44% ▲ 24.0

好　転 横　ば　い 悪　化 ＤＩポイント

全業種（当月） 12% 58% 30% ▲ 18.0

（前回） 6% 58% 36% ▲ 30.0

（前年同月） 18% 35% 47% ▲ 29.0

製造業（当月） 21% 50% 29% ▲ 8.0

（前回） 6% 63% 31% ▲ 25.0

（前年同月） 23% 39% 38% ▲ 15.0

非製造業（当月） 5% 63% 32% ▲ 27.0

（前回） 5% 55% 40% ▲ 35.0

（前年同月） 16% 32% 52% ▲ 36.0

【令和6年6月期　売上ＤＩ】

【令和6年7月～9月の先行き見通し】

【令和6年4月～6月の先行き見通し　売上ＤＩ】

～因島生産額・売上の総括 令和6年6月期～

全業種DI（良い－悪い）は▲１５（前回月調査▲3、R5.6月調査▲16）で▲１２ポイントとなった。

製造業では、造船・同関連:４０（前回調査 50）、機械金属: ２５（前回調査 80）、食品等 ０（前回調査▲29）で、製造業DI

は ２２（前回調査 25、R5.6月調査 0）で▲３ポイントとなった。

非製造業では、建設業:▲１００（前回調査▲50）、卸売業:▲４０（前回調査▲40）、小売業:▲２５（前回調査▲33）、運

輸・サービス業：▲３８（前回調査 0）で、非製造業DIは▲４２（前回調査▲25、R5.6月調査▲24）で、前回調査から▲１７ポ

イントとなった。

【製造業】

全体的には小幅な減少ではあるものの、全業種プラスでの推移となった。造船関連業種は円安がプラスに働いているこ

ともあり、原材料費高騰の煽りは受けているものの、カバーはできている状況である。その他業種においても原料値上がり

分の価格転嫁が行われているが、収益確保が出来るまでには至っていない。

【非製造業】

原材料費高騰の余波は今期も継続的に続いており、前年比と同水準の販売量に対して売上額が減少しているケースも

目立った。宿泊業種では、他社との兼ね合いもあり値上げの実施が難しい事もあり、赤字幅の拡大等悪循環に歯止めが

かかっていない。

《上段：当月調査分、中断：前回調査分、下段：R5.6月》

全業種DI（良い－悪い）は▲１８（前回月調査▲30、R5.6月調査▲29）で前回調査より＋１２ポイントの見通しである。

製造業では造船・同関連:２０（前回調査 25）、機械金属:２５（前回調査▲40）、食品等▲６０（前回調査▲43）で製造業DI

は ▲８（前回調査▲25、R5.56月調査▲15）で前回調査より＋１７ポイントの見通し。

非製造業では、建設業:▲５０（前回調査▲75）、卸売業:▲４０（前回調査▲60）、小売業: ０（前回調査 0）、運輸・サービ

ス業:▲２５（前回調査▲13）で非製造業DIは▲２７（前回調査▲35、R5.6月調査▲36）と前回調査より＋８ポイントの見通し。

《上段：当月調査分、中断：前回調査分、下段：R5.6月》
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項　目 

年　月 預  金
前年

同月比
貸出金

前年
同月比

預貸率
前年

同月差

145,558 105.4% 53,535 99.3% 36.8% -2.3

６
年
度

第１/四期末 143,105 101.7% 53,036 97.5% 37.1% -1.6

項　目 

年　月 件　数
前 年 比

（％）
金　額

前 年 比
（％）

0 0.0 0 0.0

６
年
度

第１/四期末 0 0.0 0 0.0

項　目 備　考

年　月 人　数
前 年 比

（％）
人　数

前 年 比
（％）

倍　率 前　年

2,790 90.7% 1,887 112.7% 1.48 1.48

６
年
度

第１/四期末 2,674 102.7% 2,064 98.0% 1.30 0.06

注：新規学卒者を除き、パートを含む。月平均は四捨五入。

年度計

備　考

（㈱東京商工リサーチ広島支社調）

（ハローワーク尾道調）

有 効 求 人 倍 率有 効 求 人 数 有 効 求 職 者 数

令 和 ５ 年 度 平 均

令 和 ５ 年 度 総 数

4．【月間有効求人数・月間求職者数・求人倍率】

（単位：人、倍）

2．【在因島金融機関取扱い（残高）状況】

3．【企業倒産状況】(負債総額１，０００万円以上）

令 和 ５ 年 度 末

倒 産 件 数 負 債 総 額
（単位：件、百万円）

残　　　　高　　　　合　　　　計
（単位：百万円、％）

※第1四期は5月末時点の暫定値

地方銀行２行、信用組合１行、計３行の合計。 （因島金融懇談会調）
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項　目 

年　月 件数
前年比
（％）

金　額
前年比
（％）

運転 設備 件数 金　額
前年比
（％）

19 105.6 13,260 125.3 10,980 2,280 19 13,260 124.9

６
年
度

第１/四期末 3 42.9 4,250 92.8 3,390 860 3 4,250 92.8

.

回答件数：19件　回答率：36.5%

1

901 897

個　　人

14

436

６月３０日現在
会　　員　　数

区　分

令和5年度

6．【因島商工会議所会員数】

（因島商工会議所調）※件数、金額は集計時以降変動する可能性がございます。

脱退者数
３月３１日現在
会　　員　　数

新規
会員数

（単位：者、社）

7．【今期のアンケート調査結果】

18

8

10

※注：組織変更含む

法　　人 456465

44113

合　　計

5．【経営改善資金推薦状況】

推　　　　　　薦 決　　　　　定
（単位：件、万）

◆当該エリアにおいて、事業承継や後継者の有無についての質問を実施した結果、景気観測調査

実施事業所のうち約４割が事業承継中、又は予定であり、６割弱の事業者が後継者が決まっている

という結果となった。

更に、後継者探しを行っている事業所が４社いることから、代表者の世代交代が次第に進んできて

いることが調査の結果分かった。

8 3 4 2 2

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

回答数

後継者が既に存在しており、事業承継中、又は予定である。

後継者は存在しているが、事業承継はまだ実施していない。

後継者はまだいないが、現在探し中、又は相談中である。

本部直営店である、又は承継・創業して間もない為、事業承継は必要ない（考えていない）。

後継者がいない為、当代で事業を終了する予定である。
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９．【因島業界動向　　概況】

R1.6 R1.9 R1.12 R2.3 R2.6 R2.9 R2.12 R3.3 R3.6 R3.9 R3.12 R4.3 R4.6 R4.9 R4.12 R5.3 R5.6 R5.9 R5.12 R6.3 R6・6

全国ＤＩ -18.3 -20 -29.4 -49 -62.8 -56.5 -46.1 -35.3 -26.7 -33.2 -15.8 -32.7 -20.3 -23.3 -18.4 -14.8 -8.9 -9 -8.4 -12.9 -16.2

広島県内DI -9.3 -7.1 -18 -36.8 -56.3 -46.1 -35.7 -21.3 -15.3 -22.1 -8.6 -16.5 -16.5 -10.2 -9.3 -5 -7.2 -5.9 -4.6 -9 -9.8

県東部地区DI -8.9 -6.6 -16.5 -36.2 -55.7 -48.7 -41.9 -27 -18.3 -19.6 -6.8 -13.7 -14.5 -9.3 -10.8 -12 -11.8 -7.5 -7.5 -8.1 -8.5

因島地域DI -8 -17 -28 -34 -64 -68 -59 -53 -61 -51 -33 -29 -26 -17 -20 -28 -34 -19 -22 -25 -9

-80

-70

-60

-50

-40

-30

-20

-10

0

業況ＤＩの推移

R1・6 R1・9 R1・12 R2・3 R2・6 R2・9 R2・12 R3・3 R3・6 R3・9 R3・12 R4・3 R4・6 R4・9 R4・12 R5・3 R5・6 R5・9 R5・12 R6・3 R6・6

因島地域景況DI -8 -17 -28 -34 -64 -68 -59 -53 -61 -51 -33 -29 -26 -17 -20 -28 -34 -19 -22 -28 -9

売上 -2 -34 -28 -40 -67 -57 -59 -41 -59 -59 -29 -23 -23 -11 -9 -12 -16 -3 2 -3 -15

仕入 -41 -23 -22 -14 5 8 0 -20 -25 -32 -46 -52 -63 -59 -56 -57 -55 -44 -42 -50 -46

資金繰 0 -5 -25 -28 -47 -43 -33 -32 -39 -37 -30 -25 -29 -32 -26 -41 -26 -23 -25 -25 -15

採算 -3 -25 -19 -28 -53 -46 -43 -44 -50 -51 -40 -26 -34 -23 -12 -29 -29 -39 -14 -19 -6

従業員 22 20 13 17 9 0 6 9 8 12 19 18 23 20 32 31 26 25 30 31 24

-80

-70

-60

-50

-40

-30

-20

-10

0

10

20

30

40

因島地域 全業種ＤＩの推移
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R１・6 R１・9 R１・12 R２・3 R2・6 R2・9 R2・12 R3・3 R3・6 R3・9 R3・12 R4・3 R4・6 R4・9 R4・12 R5・3 R5・6 R5・9 R5・12 R6・3 R6・6

製造業 景況 -8 -6 -13 -26 -73 -63 -60 -36 -43 -37 -27 -18 -17 -7 -19 0 -23 -17 0 -12 15

売上 -2 -33 -20 -33 -60 -63 -54 -21 -29 -43 -20 0 -17 -6 7 25 0 -8 23 25 22

仕入 -41 -7 -7 6 7 19 0 -22 -36 -43 -60 -68 -82 -74 -68 -68 -54 -42 -61 -50 -57

資金繰 0 6 -13 -6 -40 -38 -20 -7 -14 -18 -7 -6 -12 -20 -19 -25 -23 -34 -16 -18 0

採算 -3 -7 0 -7 -46 -32 -27 -15 -36 -43 -13 -6 -17 7 19 12 -7 -17 15 -6 22

従業員 22 20 6 14 0 -13 7 7 14 12 20 32 18 27 38 50 30 25 23 31 29

-90
-80
-70
-60
-50
-40
-30
-20
-10
0
10
20
30
40
50
60

因島地域 製造業の各ＤＩの推移

R１・6 R１・9 R１・12 R２・3 R2・6 R2・9 R2・12 R3・3 R3・6 R3・9 R3・12 R4・3 R4・6 R4・9 R4・12 R5・3 R5・6 R5・9 R5・12 R6・3 R6・6

非製造業 景況 -15 -25 -41 -40 -57 -71 -59 -65 -73 -63 -36 -36 -33 -26 -22 -48 -40 -20 -39 -40 -27

売上 -5 -35 -35 -40 -71 -53 -64 -55 -77 -68 -36 -42 -24 -16 -22 -39 -24 0 -9 -25 -15

仕入 -50 -35 -35 -14 4 0 0 -20 -18 -32 -37 -37 -47 -47 -44 -48 -56 -45 -40 -50 -46

資金繰 -5 -15 -35 -28 -52 -48 -40 -50 -55 -37 -45 -42 -43 -42 -26 -41 -28 -17 -34 -30 -15

採算 -20 -40 -35 -28 -57 -57 -54 -65 -59 -51 -59 -42 -48 -48 -12 -29 -40 -50 -39 -30 -6

従業員 15 20 17 17 14 14 4 10 5 12 18 5 28 15 32 31 24 25 39 30 24

-90

-80

-70

-60

-50

-40

-30

-20

-10

0

10

20

30

40

50

因島地域 非製造業の各ＤＩの推移

7



景気観測調査付帯調査結果（令和 6年 6月分） 

因島商工会議所 

 

１．貴社の景況が好転（悪化）した理由についてお聞かせください（新型コロナ 5類以降の影響・

対応含む） 

《製造業》 

・常に人手不足 

・民間工事の受注が増えた。 

・受注数が増加した。 

・住宅業界の業況悪化に伴い、受注数が減少しているため。 

・円安の為。 

・例年この時期は受注量が減っている。 

 

《非製造業》 

◇建設業 

 

◇卸売業 

・人口減少による受注数減。 

・来客、納品の減少。 

・販売数量は変化がないが商品単価が上がっている為。 

 

◇小売業 

・きものばなれや商店街に人が歩いていない為。 

・原材料と人件費の上昇。 

 

◇サービス業 

 

２．原材料・エネルギー価格の高騰や円安による影響と販売価格への転嫁状況についてお聞かせ

下さい 

《製造業》 

・年々原材料価格は値上がりするばかりで、年内販売価格見直しの動きあり。 

・受注単価にいくらかの転嫁がある。 

・一部製品単価の値上げは実施したが、上げきれていない。 

・若干の価格転嫁ができている製品もあるが、円安等の影響をカバーしきれていない。 

・原材料価格高騰の為。 

・お客様の理解はあるが、転嫁できていない。 

・取引先がほとんど変わらないので販売価格への転嫁が難しい 

《非製造業》 

◇建設業 



 

◇卸売業 

・仕入れ商材値上げに伴い販売価格の高騰。 

・経費（電気代等）が上がっても販売価格への転嫁は難しい。 

 

◇小売業 

・仕入れ価格の高騰。 

 

◇サービス業 

・今年度は値上げ無しの為、転嫁しきれず赤字幅拡大。 

・売り上げが伸びない中、食材費、エネルギー価格の高騰は収益面で大変厳しい状況となってい

る。販売価格への転嫁は、同業他社との兼ね合いもあり出来ていない。 
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